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特別区職員互助組合 

概 要 

特別区職員互助組合（以下「本互助組合」という。）は、特別区及び特別区の一部事務組合職 

員の相互共済及び福利増進を図ることを目的として、「特別区職員共済組合に関する条例」〈昭

和27年特別区人事事務組合条例第3号〉に基づき、昭和27年7月1日に「特別区職員共済組合」とし

て発足した。その後、昭和37年12月1日、地方公務員等共済組合法の成立により、新共済組合（現

在の東京都職員共済組合）が設立されたことに伴い、名称を「特別区職員互助組合」に変更した。

昭和50年4月1日には、特別区制度改革により保健所等の事務移管と合わせて、従来の東京都配

属職員制度が廃止されたことにより、所属組合員71,000人を有する組合となった。

また、平成7年4月1日には、退職者のための準組合員制度が発足した。

その後、平成12年4月1日に都区制度改革による事務移管に伴い、清掃従事職員の一部と特別区 

立幼稚園に勤務する教育職員が、平成14年4月1日に地方公務員法の改正に伴い再任用職員が、平

成18年4月1日に都派遣職員の身分切替えに伴い清掃従事職員が新たに本互助組合に加入した。 

この間、本互助組合は、社会状況や組合員ニーズの変化に適切に対応するため、適宜、事業の

見直しを行い、組合員の福利厚生の充実に努めてきた。

一方、本互助組合を取り巻く社会状況が大きく変化する中で、平成17年11月の特別区長会総会

で、「特別区職員の福利厚生事業に関する地方公務員法に基づく自治体の使用者責任は、各区が果

たすこととし、本互助組合は、現行事業を抜本的に見直し、その特性に立脚した効果的・効率的

な事業に限定して実施する。」とし、「本互助組合への公費負担の廃止」、「本互助組合が保有する

財産の各区への返還」などを内容とする見直し方針が決定された。この方針に基づき労使交渉が

行われ、平成18年7月に労使合意を得た。

本互助組合は、この労使合意を踏まえ、組合費を給料月額の1,000分の2.2から1,000分の1.7に

引き下げるとともに、各区が行う事業との役割分担を整理し、事業を抜本的に見直し、平成19年

度以降、次の方針を基本に事業を実施している。

１ スケールメリットを最大限に活かした事業運営

２ 組合員のライフプランと自己啓発への支援

３ 簡素で公平、効率的な事業運営

また、互助組合を取り巻く財政状況が厳しくなる中、平成26年度に「図書カードの減額」「職 

員手帳の廃止」を決定した。準組合員向けサービスについても、平成27年7月から平成29年2月に

かけて理事会での検討を重ねた結果、平成28年度第2回評議員会において、平成31年4月1日から一

部の事業について準組合員が利用できる期間を10年間に限定することが決定された。

組合員数                                     （単位：人）

区   分 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 

組 合 員 数 67,139 66,915 66,634 66,511 67,338 

指     数 (99.0) (98.7) (98.3) (98.1) (101.2) 

注 組合員数は各年度4月1日時点
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機  構 

１ 概 説

本互助組合は、特別区人事・厚生事務組合管理者（以下「特人厚管理者」という。）の統理 

のもとに、議決機関として評議員会を、執行機関として理事会を、監査機関として監事を設け、

事務事業の運営に当たっている。

また、個人情報の処理状況について監査する個人情報監査役を設けている。

２ 組 織

評議員会  （議決機関）

理事会   （執行機関）

事 業 課（事業、保険）

組合長                   職員相談室

会 計 課

監 事   （監査機関）

（4名のうち2名は個人情報監査役を兼任）

各区等の事業所長    所管責任者    事務取扱者・給与取扱者

３ 評議員会

評議員会は、50人の評議員をもって構成される。評議員の半数は各区長、東京二十三区清掃 

一部事務組合管理者、その他の団体にあっては特人厚管理者が組合員の中から推せんする者（選

定評議員）を、他の半数は各職員団体が組合員の中から推せんする者（互選評議員）を特人厚

管理者が選任する。評議員会は、予算の決定、決算の認定、規則の制定・改廃、福利事業の新

設・廃止及び重要な改正、基金の設置及び処分等の議決を行う。 

４ 理事会

理事会は、12人の理事をもって構成される。理事の半数は選定評議員が互選した者を、他の 

半数は互選評議員が互選した者を特人厚管理者が選任する。理事会は、本互助組合の業務を掌

理するとともに、評議員会の付議事項、資産の管理運用、規程の制定・改廃等の議決を行う。 

５ 組合長

組合長は、理事の中から特人厚管理者が任命し、本互助組合の常務を統轄し本互助組合を代

表する。 

６ 監 事

監事の定数は4人で、理事の例により特人厚管理者が選任する。監事は、本互助組合の経営に

係る事業の管理及び本互助組合の出納その他の事務の執行を監査する。 

７ 個人情報監査役

個人情報監査役の定数は2人で、選定評議員及び互選評議員がそれぞれ互選した者を組合長が
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選任する。個人情報監査役は、特別区職員互助組合個人情報保護規程に定める個人情報の処理

状況を監査する。

８ 各区等と事業所

本互助組合の組合員に関する事務は、各区役所等や各区教育委員会を事業所として定め、各

事業所において処理することとしている。 

９ 職員構成（平成31年4月1日現在） 

区分 事 業 課 職員相談室 会 計 課 合 計 

部 長 (1)   (1) 

統括課長及び課長 1 [1] (1) 1[1](1) 

課長補佐及び係長 3 1 (2) 4(2) 

主任及び係員 10 1 (4) 11(4) 

計 14(1) 2[1] (7) 16[1](8) 

[ ]は兼務、( )は併任職員

財   政 

１ 概 説

本互助組合の事業運営に要する経費は、組合員の負担する組合費等でまかなわれている。組

合費は、組合員が給料の1,000分の1.7を負担するものである。

本互助組合の会計は、一般会計及び保険等事業特別会計の2会計で構成されている。一般会計

は、組合費、事業運営基金繰入金等を財源として、施設関係費、ライフプラン事業費、職員相

談事業費などの福利事業費や広報普及費等の経費を計上している。保険等事業特別会計は、保

険手数料収入を主な財源として、保険事務費や一般管理費等の経費を計上している。

２ 令和元年度（2019年度）予算 

(1) 一般会計                                                    （単位：千円）

区            分 元年度予算額 30 年度予算額 増(△)減額 増(△)減率(%) 

基本財産運用収入

組合費収入
収 雑収入

返還金収入

他会計からの繰入金収入 

基本財産取崩収入
入 繰越金 

6,460 

407,338 

70,936 

10,000 

60,803 

80,252 

13,069 

6,662 

405,629 

80,359 

50,000 

72,098 

87,221 

13,073 

△202 

1,709 

△ 9,423 

△ 40,000 

△ 11,295 

△ 6,969 

△ 4 

△ 3.0 

0.4

△ 11.7 

△ 80.0 

△ 15.7 

△ 8.0

0.0

計 648,858 715,042 △ 66,184 △ 9.3 

事業費支出

支 管理費支出

基本財産取得支出

出 予備費支出 

479,381 

151,015 

16,462 

2,000 

499,535 

156,843 

56,664 

2,000 

△ 20,154 

△ 5,828 

△ 40,202 

0 

△ 4.0 

△ 3.7 

△ 70.9 

0 

計 648,858 715,042 △ 66,184 △ 9.3 
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(2) 保険等事業特別会計                                             （単位：千円） 

区            分 元年度予算額 30年度予算額 増(△)減額 増(△)減率(%) 

事業費収入

雑収入

繰越金 

304,702 
102 
0 

333,128 
102 
0 

△28,426 
0 
0 

△8.5 
0.0 
0.0 

計 304,804 333,230 △28,426 △8.5 

事業費支出

管理費支出

他会計への繰入金支出

予備費支出 

76,804 
165,197 
60,803 
2,000 

97,249 
161,883 
72,098 
2,000 

△20,445 
3,314 

△11,295 
0 

△21.0 
2.0 

△15.7 
0 

計 304,804 333,230 △28,426 △8.5 

事  業 

種     別 内     容 金  額  等 

◆加入対象者 ●保険料：年齢・性別により異なる。

満70歳以下の組合員（準組合員）と●保険金額：

グループ

保険 

その配偶者及び子ども

◆保障内容

加入者が死亡した場合は受取人に、

加入者が高度障害状態になった場

合は本人に保険金が支払われる。

※一定の条件を満たしたグループ保

険加入者は、一時払退職後終身保

険に加入することができる。 

◆加入対象者

グループ保険に加入している組合員

（準組合員）とその配偶者

◆保障内容

三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳

卒中）や余命6か月以内と診断された

時などに保険金が支払われる。 

◆加入対象者

組合員：300万円～5,000万円

準組合員：300万円・500万円

※1年ごとに収支計算を行い、剰余

金が生じた場合、年1回、配当金を

還付する。 

●保険料：年齢・性別により異なる。

●保険金額：200万円～500万円 

●保険料：年齢・性別により異なる。

三大疾病保険（主契約）に加入して●保険金額

いる組合員(準組合員)とその配偶者

◆加入要件

７大疾病保障特約とがん・上皮内新

生物保障特約をセットにして加入

◆保障内容

◇７大疾病保障特約

〇７大疾病保障特約

100万円～250万円

〇がん・上皮内新生物保障特約

20万円～50万円

※主契約の支払いが行われた時

悪性新生物（がん）、急性心筋梗塞、 は、セット特約も消滅します。 

脳卒中、重度の糖尿病、重度の高血

圧性疾患、慢性腎不全、肝硬変）の

所定の状態に該当した場合に保険

金が支払われる。

◇がん・上皮内新生物保障特約

悪性新生物（がん）、上皮内新生物と

診断確定された場合に保険金が支

払われる。 
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